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第３回（令和６年10月３日）

精神保健医療福祉の今後の施策推進に関する検討会

資料４



１．設立年月日：昭和２４年６月

２．活動目的及び主な活動内容：

近代精神科医療のあるべき姿を明確にし、日本国民の精神保健の向上と精神疾患

を持つ人への適切な医療・福祉の提供、精神障害者の人権の擁護と社会復帰の促進

を図ることを目的として、私立の精神科病院によって当協会は設立された。

昭和２９年に社団法人登記、平成１３年には日本精神科病院協会に改称し、協会

は大きく発展を遂げ、現在では、会員病院の精神病床総数も全国の８５パーセント

以上を占めるに至っている。日本精神科病院協会はこれまでに、精神科医療の発展、

精神障害者の人権の擁護と社会復帰の促進、国民の精神保健・医療福祉の向上など

について、広く日本国民へ普及啓発活動を精力的に行うと同時に、厚生行政への積

極的な提言を行い、精神保健福祉法や精神保健福祉士の国家資格化など、関係法規

の成立・改正に尽力してきた。平成２４年に社団法人から公益社団法人に移行した。

【主な活動内容】

・ 精神保健医療福祉に関する調査研究及び資料収集

・ 精神保健医療福祉従事者の人材育成及び教育研修

・ 精神保健医療福祉に関する普及及び啓発

３．会員数： 1,178病院（令和6年9月時点）

４．法人代表： 会長 山崎 學（サンピエール病院 理事長・院長）

公益社団法人日本精神科病院協会 概要
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行動制限の実施と
その背景

日本精神科病院協会常務理事

医療法人桜樹会 桜木病院

理事長 櫻木 章司
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精神保健福祉法第36 条第1 項では、「精神科病院の管理者

は、入院中の者につき、その医療又は保護に欠くことのできない
限度において、その行動について必要な制限を行うことができ
る」と定めている。精神科医療の現場では下記の基本的な考え
で身体的拘束を行っており、行動制限最小化委員会にて検証し
ている。

①そのまま放置すれば患者の生命にまで危険が及ぶおそれ又
は重大な身体損傷を生ずるおそれが著しく高い

②身体的拘束以外によい代替方法がなく、やむを得ない処置と
して行われるものである

③身体的拘束は一時的に行われるものであり、必要な期間を超
えて行われていないものである
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どのような状態像の時に精神保健指定医は行動制
限を考慮するのか

・幻覚妄想状態
・精神運動興奮状態
・抑うつ状態
・躁状態
・せん妄・もうろう状態

・・・・等
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まとめ（櫻木担当部分）

１． 隔離、身体的拘束等の行動制限は、精神保健福祉

法の規定に従って行われている。

２． その際も、切迫性、非代替性、一時性といった

基本的な考えで判断している。

３． 行動制限の対象について、その実態について参考

資料で示す。
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事故報告類型別割合

平成３０（2018）年～令和４（2022）年の合計

①不慮の致傷・致死（窒

息、転倒を含む）

②自殺、及び自殺未遂

③患者間の暴行・傷害・

傷害致死・殺人

④医療行為に伴うもの

（誤薬を含む）

⑤突然死

⑥その他

参考資料

出典：日精協 医療安全管理者養成研修会テキストより



精神科救急場面における破壊的衝動の頻度

出典：沼津中央病院入院患者レジストリ（2010年２～12月の合算データ）より
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《対象・属性》

64%

1%

33%

2%

受傷者の属性

患者 医師 看護職員 その他

受傷者の属性 件数 割合

1．患者 9,403 64%

2．職員 5,232 36%

（内訳） 医師 112 1%

看護職員 4,799 33%

その他 321 2%

計 14,635

出典：精神科病院暴力行為実態調査報告書 第二報（2022）

参考資料



《発生状況別分類（予見性）》
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状況別分類 件数 割合

1. 突発的な暴力・予測不能な暴力 11,719 81.4%

2. 患者不穏時の対応による受傷 1,781 12.4%

3. 患者間、患者・職員間の暴力によるトラブルの仲裁 382 2.7%

4. その他 518 3.6%

無回答 235 

計 14,635 

1. 突発的な暴力・予測不能な暴力

2. 患者不穏時の対応による受傷

3. 患者間、患者・職員間の暴力によるトラブルの仲裁

4. その他

参考資料

出典：精神科病院暴力行為実態調査報告書 第二報（2022）



身体的拘束最小化・適正化に
向けての日精協の具体的取組

日精協医療安全委員会委員

社会福祉法人桜ヶ丘社会事業協会 桜ヶ丘記念病院

理事長・院長 岩下 覚
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はじめに

近年、日本精神科病院協会では行動制
限、中でも身体的拘束の最小化・適正
化を喫緊、最重要課題ととらえ様々な取
り組みを行ってきた。

その内容は多岐にわたるが以下に、具
体的な取り組みのうちいくつかを紹介し
たい。
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１．日本精神科病院協会雑誌（日精協誌
：毎月発行、全会員病院に配布）特集号
による会員病院への情報提供、問題意
識の共有
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日精協誌 2004年発行 第23巻・第12号

「特集 精神科医療における隔離の役割」
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日精協誌 2009年発行 第28巻・第10号

「特集 行動制限ー隔離・身体拘束ーの現状と問題点」
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日精協誌 2018年発行 第37巻・第12号

「特集 行動制限環境ー短く、安全に」
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日精協誌 2022年発行 第42巻・第6号

「特集 精神科病院の入院処遇における人権配慮の取組」
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日精協誌 2024年発行 第43巻・第8号

「特集 行動制限最小化・適正化 身体的拘束を中心に」
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２．日本精神科医学会学術大会（日精協
学会）における “身体拘束最小化・適正
化”関連シンポジウムの企画・実施
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３．各種研修会における身体拘束最小
化・適正化関連プログラムの実施
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４．「医療安全委員会」における会員病
院からの事故報告書についての検討内
容のフィードバック
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身体的拘束に関連した医療事故（岩下私見）

1. 身体的拘束を施行したことに起因すると思われる医
療事故

① 拘束の手技そのものは適切であったと考えられる事例

② 拘束の手技そのものが不適切であったと考えられる事例

2. 身体的拘束を施行していれば防止できたと思われる
医療事故
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これらの事例については医療安全委員会で以下の諸点について
検証、審議を行い、その内容を当該会員病院に「審議結果連絡
書」という形でフィードバックしている。

１．身体的拘束を施行した事例について

・身体的拘束の開始、継続は妥当であったか
・身体的拘束の部位、手技（PTE予防策も含む）は妥当であったか
・身体的拘束開始、継続についての説明（患者さん本人、ご家族
等）は妥当であったか
・身体的拘束施行中の観察頻度、観察方法は妥当であったか
・身体的拘束の解除方法、解除のタイミングは妥当であったか
・身体的拘束に係る記録は妥当であるか

２．身体的拘束を施行しなかった事例について

・身体的拘束を施行しなかったことは妥当であったか
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医療安全委員会の審議で身体的拘束を施行していれば
防止できたのではないかとされた医療事故事例

1. 20代統合失調症男性、幻聴活発、激しい精神運動興奮、滅裂
な状態で入院、隔離施行して経過を見ていたところ、入院翌日
ベッド柵を破壊し、その破片で自らの両眼を突いて右眼眼球摘
出、左眼は光覚のみという重篤な後遺症が残った。

2. 30代カフェイン中毒男性、隔離施行中、激しい興奮状態で、ド
アを乱打、或いは自ら何度も床に倒れこむ等の行動を繰り返し
ていたため、当初経過を見ていたが、同様の行動が徐々にエ
スカレート、やむを得ずに身体拘束を施行したが、その後意識
レベルが低下、緊急搬送したところ、右急性硬膜下血腫、外傷
性気胸・縦隔気腫、右手複雑骨折等の重篤な傷害を負い、重
大な後遺障害が残遺した。（後にご家族が「早期に適切な介入
をしなかった」として訴訟を提起）
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５．「身体的拘束適正化モデルチ
ェックシート」の作成
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身体的拘束適正化モデルチェックシート

• 様々な裁判事例も踏まえて2021年12月、日精協内に「身
体的拘束適正化専門対応チーム」を立ち上げた。

• 「適正化」の具体的内容、目指すところは、会員病院の実
状を踏まえた上で以下を目標とすることとした。

(1)行動制限最小化の推進

(2)DVT（深部静脈血栓症）/PE（肺塞栓症）の予防、発生へ

の備え

• 医療安全員会、政策委員会、病院経営管理委員会が参
画、計７回の検討会議を開催

• 具体的な成果物として2023年10月16日に「身体的拘束適
正化モデルチェックシート」及び「利用の手引き」を日精協
ホームページにアップした。
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日精協ホームページより
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・身体的拘束実施時の必要事項を可視化することで身体的
拘束の適正化を目的とする
・「別表1：拘束解除の評価」「別表2：拘束後肺塞栓予防評価
表」を併せて作成
・自院の態勢に合わせてカスタマイズして使用することを推奨



身体的拘束適正化モデルチェックシート利用の手引き
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・「適正」という言葉には2つの意図が込められている
・一つは行動制限最小化を推し進めていくということである
・二つ目はDVT（深部静脈血栓症）/PE（肺塞栓症）の予防に努
め、発生に備えることである。
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チェックシートそのものに収載することは難し
いが、極めて重要と考えられる事項（１）（２）

(1)肺塞栓による死亡事故を防ぐためにも、基本的
には身体拘束の件数を縮減し、拘束期間を可能な
限り短縮することが重要である。その意味でも、拘
束施行期間中は常に早期離床に向けての働きかけ
を行うべきである。

(2)特に単科精神科病院において、肺塞栓の発症を
予防し、或いは肺塞栓が発症した場合に適切に対
応するためには、自院のみで完結することは困難な
場合が多いものと推測される。それ故、平素から近
隣の他科や総合病院と良好な連携体制を構築し、
必要時には迅速な支援が得られる体制を築いておく
ことが重要である。

→別途「利用の手引き」に盛り込んだ
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まとめ（岩下担当部分）

1. 日精協では行動制限、特に身体的拘束最小化・適正化を最重要課
題の一つとして、会員病院を対象に様々な取り組みを行ってきた。

2. 本日は主に医療安全の視点からいくつかの具体的な取り組みを紹
介した。

3. 身体拘束最小化・適正化の意味するところは基本的には

(1)行動制限最小化の推進

(2)DVT/PEの予防、発生への備え

に集約されると考える。

4. 但し、医療安全の見地から、事故防止のためにも身体的拘束以外
に方法がない事例があることは否定できず、そのような事例におい
ても、正しく、適正に身体的拘束を施行することが求められる。
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ご清聴有難うございました
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